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予見できず対策も議じられなかった、と東電の奮い分をそのまま採用した地検に

対して、 『；寧j皮によりひとたび重大事故が発生すると、ついには人類の種の保存に

も懇影響を及lまじかねない事態に至ってしまうという事柄の重大さを忘れた、誤っ

た考え』と一刀両断の検察審査会議決は、まさに『庶民の常識J。
それはしかし、検察が収集した膨大な産拠類をもとに、東電が予見したことも対

策を先延ばしにしたことも確信できたが故の結論です。東電、保安院ら規制行政、

政府事故調、検察ぐるみで葬り去ろうとされたそれらの証拠類が、今後の公判の中

で白目の下に日画されることになります。

でも、起訴されるまでに半年はかかると言われます。その前に、今、それら証拠

に準拠した議決の要旨を、ぜひお読みください。第11築（b)（こ全文収録します。

東電株主代表訴訟
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平成24年（ワ）第6274号

損害賠償請求（東京電力福島第一原発事故調株主代表訴訟）事件

原告 浅田正文外41名

被告 勝俣恒久外26名

準備書面倒）

平成27年（20 1 5年） 9月25日

東京地方裁判所民事第8部甲合議係御中

原告ら及び参加原告ら代理人

弁護士河合弘之外21名

東京第五検察審査会は，平成27年（2 0 1 5年） 7月31日，本件訴訟の被告ら

eのうち，被告勝俣，被告武藤，被告武黒の3名について，業務上過失致死傷の罪で

起訴すべき旨の議決を行った（平成27年（20 1 5年） 7月l7日付け議決，同年

同月 30日付け「議決の要旨」）（以下「本件議決書」という。）（甲92）。本件議決

書において，補助参加入が，平成19年（2 0 0 7年） 1 2月には，推本の長期評

価を取り入れ，平成21年（2 0 0 9年） 6月までに津波対策を講じて，耐震バッ

クチェックを完了する方針を決定していたこと，補助参加入土木競査グループが，

平成20年（2008) 6月，被告武藤に対して行った説明は，上記方針に基づく

対策案の説明であり，補助参加入（被告武藤）が，同年7月，土木学会への検討依

頼した事実は，既に補助参加入内部で決定されていた方針を転換し，早期に終えな

ければならない耐震パックチェックを数年間にわたって引き延ばす異例なものであ

ったことが明らかになった。

原告らは，先に提出した準備書面（1 0）ないし（1 2）以降明らかとなった事
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実や，裁判所の勧告に応じて補助参加人が提出した証拠， さらに本件議決書に基づ

き明らかとなった事実を補充し，被告らの責任を明らかにするため本準備書面を提

出する。なお，本書面における略称等は，特に断りのない限り，従前の例による。
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第 1 被告らの負う普管注意義務・忠実義務の内容と程度

1 原子力事業を営む電力会社の取締役は，原子力発電所の稼働にあたっては，

原発において炉心損傷や溶融等の苛酷事故が万が一にも生じないよう、原発の

苛酷事故を招く可能性のある現象の発生に関する試算・見解について調査し，

国家機関文はそれに準ずる機関．学寄・専門家ないし社内の担当者などが相当

な科学的な根盤に基づき原発の苛酷事故を招く可能性のある現象の発生を示す

試算・見解（以下「国家機関等試算結果！ということがあるj を示した場合に

は．原則在してその試算・見解を速やかに代表取締役・取締役会及び規制当局

に報告したうえで， まずは万が一にも苛酷事故が発生しないよう，国家機関等

試算結果が示す現象による事故発生に対応するための安全措置（停止措置を含

む止主連土色iこ講ずべき義務を負うの

例外的に，国家機関等試算結果に対応する対策を講じない場合があり得ると

しでも， これが適法とされるためには，国家機関等試算結果を科学的根拠に基
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づき直ちに否定できる事情がある場合に限られるというべきであり，手続的に

は電力会社取締役会での正式な承認事と欠かせない。

屡孟阜歪皇室童主璽亙金主の代表取締役は・原子カ発電所の稼働にあたって

は．原発において炉心損傷や溶融等の苛酷事故が万がーにも発生しないよう，

国家機関等試算結果を速やかに収集する内部体制lを構築する義務があるnまた，

担当取締役ないし担当従ふ から

韓基主墓

立与L主Lエ
塾 ・見解に対応する安全措置を講ずるように指示し

を~かを確認すべき義務を負をι

仮に原子力事業を営む電カ会社の取締役が上記義務を果たさずs結果，過酷

事故を招いた場合には，原則として会社に対する善管注意義務・忠実義務違ヂ

（任務悌怠）が認めら九一ることとなる（以上につき原告の「準備書面（1 0) Jの

［第2J）。

3 この点，本件議決書は，電力会社役員が負う注意義務のレベルについて， f原

子力発電に関わる責任ある地位にある者であれば，一般的には，五単ヰ♀主基

大で過酷な原発事故を発生させてはならず．本件事故当時においても．重大事

故を発生させる可能性のある津波が「万が一｜にも、「まれではあるが1発生す

る場合がある左いうことまで考慮して．備えておかなければならない高度な注

意義務を負っていたというべきであるJ と判断しており，当該判断内容は，原

告の上記「1及び2Jの主張を裏付けるものとなる。

本件訴訟においては，前記基準をもとに，被告らの任務悌怠を明らかにすべ

きである。

第2 本件緩決書，補助参加入提出証拠に基づく時系列の整理

本件議決書の「議決の理由」（甲92）で言及されている事実は本件事件におけ
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6月までに，耐震パッ補助参加人においては，平成21年（2 0 0 9年）る被告らの任務慨怠を基礎づける事実である。そこで，本件議決書で述べられた

クチェックを終了させる予定であり，補助参加入は，平成19年（2 0 0 7 事実，原告ら及び補助参加人が提出した証拠と併せてこれを時系列に整理すると，

1 2月には，耐震バックチェックにおいて長期評価を取り込む方針を年別紙「時系列表jのとおりである。

決定していた。

津波評価についてイ被告らの責任第3

2 上記方針のもと，被告武黒及び被告武藤は，平成20年（20 0 8年）被告武黒及び被告武藤の賓任

月16日，地震打ち合わせにおいて，補助参加入の土木グループより，推(1）被告武議及び被告武藤の経歴

7m以上0. P.+7. 本の長期評価を用いた場合の概略的な津波水位が，6月に執行役員原子力・立地本部長被告武藤は，平成17年（20 0 5年）

に上昇する可能性があるという試算結果の報告を受けていた。に就任し，平成20年（20 0 8年） 6月からは，常務取締役原子力・立地本

3月20日実また，被告武黒及び被告武藤は，平成20年（20 0 8年）部長，平成22年（20 1 0年） 6月からは，取締役副社長原子力・立地本部

施の地震対応打ち合わせにおいて，耐震パyクチェックの中間報告書提出長を務め，原子カ発電に関する知識，情報をもとに，技術的事項に隠して実

に伴うプレス発表に関して作成された想定問答集について，檎助参加入の質的な判断を行ってきた。

従業員に対し，津波評価に関して充実した記述をするように指示しており，6月に，原子力計画部長，平また，被告武黒は，平成12年（20 0 0年）

3月29日実施の地震対応打ち合わせにおいて，平成20年（20 0 8年）6月に取締役，柏崎刈羽原子力発電所長，平成16年成 13年（2 0 0 1年）

耐震パックチェックの最終報告において，推本の長期評価を考慮する旨記6月lと常務取締役，原子力・立地面j本部長兼技術開発本部面lj本(2 0 0 1年）

載した修正済みの想定問答集を了承した。部長，平成17年（20 0 5年） 6月に常務取締役，原子力・立地本部長，平

その後，被告武黒及び被告武藤は，平成20年（20 0 8年） 8月までに，成 19年（20 0 7年） 6月に代表取締役副社長，原子力・立地本部長となり，

長期評価に従い明治三陵地震（明治29年（1 8 9 6年）発生）並みのマもちろん原子力発電所に関する原子力担当の中ではトップの地位にあった。

3クラスの地震が福島県沖で発生した場合，冷却水用のグ‘ニチュ｝ド8.知識，情報を持っとともに，補助参加入の原子力担当の責任者として，原子

2m，浸水高は福島第一原発の4mから 10. 取水口付近で0.P.十8.力関係の経営判断を行える立場にあった。

7m，北側の5号機から 6号機南側の1号機から4号機でO P. + 1 5. かかる経歴を有する被告武黒及び被告武藤は，原子力事業を営む東京電力

7mと，設計想定をはるかに超える津波が襲来する可能で0.P.十 13. の原子力担当取締役として，原発の安全性を確保する直接的な義務を負って

性があるとの本件試算結果について報告を受けるともに，原子力建屋等をいた。

0. P.十 10 mの津波から守るために敷地上に防潮堤を設置する場合は，被告武黒及び被告武膝の善管注意義務留忠実義務違反（任務惚怠）(2) 

敷地の上に約lOmの防潮堤を設置する必要があることの説明を受けてい
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る。

補助参加入が耐震パックチェックにおいて長期評価を取り入れることを

-4・

決定していたこと
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源喪失による重大事故が発生する可能性があるこ左や，その対策左して，しかるに被告武藤は，平成20年（20 0 8年） 7月31日，土木調査グ

となるような防潮堤を設置する必0. P.十 2Om (1 0 m盤＋約1Om) これまでの方針を変更し耐震パックチェックにおいて推ループに対し，

要があることを認識していた。本の長期評価を取り入れないことを伝え，被告武黒も上記方針を了承した。

括エ以上のとおり被告武黒及び被舎武藤は，平成20年（20 0 8年） 8月ま

そうである以上，被告武黒及び被告武藤は，遅くとも本件試算結果につでには，本件試算結果の内容について杷援していたにもかかわらず，耐震

（被告武黒につき平成20 いて報告を受けた平成20年（20 0 8年） 6月バックチェックにおいて推本の長期評価を取り入れるとする補助参加人の

これら試算・見解を代表取締役・取締役年（2 0 0 8年） 8月）の時点で，方針を転換し耐震パックチェックにおいて推本の長期評価な取り入れな

会及び規制当局である原子力安全・保安院（当日寺）に対して報告するととい方針を決定した。

もに，同試算・見解が示す現象の発生に対応するための安全措置を速やか浸水の影響についてウ

に講じる義務を負っていた。電事速が，平成12年（2 0 0 0年） 2月，福被告武黒及び被告武藤は，

上記報告及び安全対策義務を怠り，しかるに被告武黒及び被告武藤は，2倍の津波が発生すれば，浸水する可能性が島第一原発に想定津波の 1.

そればかりか耐震バックチェックに長期評価の予測を取り入れた上で平成あるととを公表していたととや，東京電力担当従業員が，第3回溢水勉強

2 1年6月までに耐震パックチェックを完了させるとの方針を放棄・転換5月11日開催）において，福島第一原発5会（平成18年（20 0 6年）

その結果本件福島第一原発事故を招いたのである。し，号機の敷地高lmを超える高さの津波が襲来した場合，非常用海水ポンプ

小括(3) が機能喪失し炉心損傷に至る危険性があることや，建屋での浸水で、電源設

以上からすれば，被告武黒及び被告武藤に原子力事業を営む電力会社の取さら備が機能を失い全電源喪失に至る危険性があることを報告したこと，

締役が負うべき善管注意義務・忠実義務の違反（任務憐怠）があることは明には溢水勉強会の結果を踏まえて開催された安全情報検討会の資料の内容

らカ当である。を把握していた。

さらには，被告武黒及ひ、被告武藤は，遅くとも平成20年（20 0 8年）

被告勝俣及び被告清水の責任3 8月までには，原子力建屋等を偉波から守るために敷地上に防潮爆を設置

(1）被告勝俣及び被告清水の経歴0. P.十 10 mの敷地の上に約10 mの防潮堤を設置する必する場合は，

1 0月からは東京電力の社長，平成被告勝俣は，平成14年（20 0 2年）それに基づく試算結要があることの説明を受けており，推本の長期評価，

6月からは東京電力の会長として各種経営判断を下せる20年（2 0 0 8年）となるような防潮0. P.十20m(10 m盤＋約1Om) 果を踏まえて，

立場にあった。特に被告勝俣は，社長在任中である平成19年（2 0 0 7年）堤を設置するという対策案を検討していた。

7月に，中越沖地震による柏崎刈羽原子力発電所の事故を経験し，原発に想

定外の事態が生じるとの認識も持っていた。

. 7・

したがって，被告武黒及び被告武藤は，平成20年8月までには，福島

電第一原発に 10 mの敷地高を超える津波がひとたび襲来した場合には，
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ども言われていたこと，津波対策は数百億円以上の規模の費

用がかかる可能性があり，最高責任者である被告勝俣に説明しないことは考

「御前会議」つ6月に取締役に就任し，平成2また被告清水は，平成13年（2 0 0 1年）

7月からは東京電力の取締役社長として各種経営判断を下0年（20 0 8年）

えられないことを指摘している。

以上のことからすれば，被告勝俣及び被告清水は，少なくとも平成21年

せる立場にあった。

それに基づく最大値

被告勝俣及び被告清水の善管注意義務・忠実義務違反（任務1際怠）(2) 

6月までには，推本の長期評価の内容や，(2 0 0 9年）被告勝俣及び被告清水は，地震打ち合わせ（平成20年2月16日開催）

7メートノレの本件試算結果，括主水勉強会で行った補助参加十15. P. 0. において，推本の長期評価を用いた場合の概略的な津波水位が， 0.P.+7. 

人の報告内容について当然について報告を受けていたと考えられる。7m以上に上昇する可能性があるという試算結果の報告をうけており，被告

万が一被告勝俣及び被告清水が

溢水勉強会で行われた報告の内容や本件試算結果について何らの報告を受け

そのようなことはあり得ないが，他方で，3月29日実施の地震対応打ち合わせにお清水は，平成20年（20 0 8年）

いて，耐震パックチェックの最終報告において，推本の長期評価を考慮する

前述したとおり，被告勝俣及び被告清水には，ていなかったど仮定しでも，旨記載した修正済みの想定問答集を了承している。

東京電力の代表取締役として，原発の苛酷事故を招く可能性のある現象に関2月11日実施さらに，被告勝俣，被告清水は，平成21年（20 0 9年）

して示された試算・見解を速やかに収集するよう内部体制を構築する義務がの中越沖地震打ち合わせにおいても，吉田原子力設備管理部長が，「土木学会

あったのでLあるから，結局は同義務を怠り，結果として原子力担当取締役に評価手法の使い方を良く考えて説明しなければならない。もっと大きな14 

対して溢水勉強会で行われた報告の内容や本件試算結果に対応する安全措置

を講ずるよう指示することなく，本件福島原発事故を招いたこととなる。

m程度の津波がくる可能性があるという人もいて，前提条件となる津波をど

う考えるかそこから整理する必要がある」などと発言したことや，「地震随伴
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括(3) 事象（津波）J対策の協議の場で，「問題ありJ，「出せないJ, r （注目されてい

そうである以上，被告勝俣及び被告清水に原子力事業を営む電力会社の代

があることは明表取締役が負う善管注意義務・忠実義務の違反（任務憐怠）

る）Jなどとやりとりがなされていたことを把握していた。「福島サイト耐震

という資料6頁（参考〉耐震安全性評価報告書の安全性評価に関する状況j

らかである。構成（一般的構成）の表の枠外に，手書きのメモで， f地震随伴事象（津波）J 

の部分について I「問題ありj「出せない」「（注目されている）Jとの記載がさ

被告小森の責任4 れている（丙89）。

被告小森の経歴）
 
1
 
（
 

6月開催の株さらには，被告勝俣，被告清水は，平成21年（20 0 9年）

6月から福島第一原発所長，平成2被告小森は，平成20年（20 0 8年）「参「巨大津波に関する新知見」が記載され，主総会に出席するにあたって，

2年（20 1 0年） 6月26日から原子力・立地雷］本部長の地位にあったもの

であり，長年にわたり原子力にかかわる部署に属し原子力発電所に関する

左して，推本の長期評価のことや津波により浸水し，非常用海水ポンプ考j

. 9・

知識と情報を有していた。

が水没する事故が発生する可能性があることが記されていた資料の説明を受

けていた。なお，本件議決書は，地震対応打合せは，被告勝俣への説明を行

・8・



(2）被告小森の蕃管注意義務・忠実義務違反（任務惚怠）

被告小森は，原子力品質・安全部長として，平成20年（2 0 0 8年） 2月

1 6日，平成20年（20 0 8年） 3月20日，平成20年（20 0 8年） 3月

29日実施の地震対応打ち合わせに関与しており，推本の長期評価を用いた

場合の概略的な津波水位が， O.P.+7. 7m以上に上昇する可能性がある

ととや，補助参加入が耐震パックチェックの最終報告において推本の長期評

価を取り入れる方針であることを把握していた。

さらに被告小森は，福島第一原発所長として，平成20年（20 0 8年） 9 

月10日に行われた福島第一原発に関する耐震バックチェック説明会に参加

しており，当該会議の場において， 0.P.十 15. 7mの試算結果（本件試算

結果）や，現状よりも大きな津波水位を評価せざるを得ないので津波対策は

不可避である旨の報告を受けていた。

具体的には，上記耐震パックチェック説明会で配布された「福島第一原子

力発電所津波評価の概要（地震調査研究推進本部の知見の取扱） Jという文

書（丙90）には， 「今後の予定jとして，以下のような内容が記載されてい

た。

0 推本がどこでもおきるとした領域に設定する波源モデルについて，今後2～

3年間かけて電共研で検討することとし， 「原子力発電所の津波評価技術j

の改訂予定。

0 電共研の実施について各社了解後，速やかに学識経験者への推本の知見の取

扱について説明・折衝を行う。

0 改訂された「原子力発電所の津波評価技術iによりバックチェックを実施n

0 ただし地震及び津波に関する学識経験者のこれまでの見解及び推本の知見

を完全に否定することが難しいことを考慮すると．現状より大きな津波高を

評価せざるを得ないと想定され，津波対策は不可避の

ー10・

上記内容から明らかのように，被告小森は，推本の見解が否定できない

ものであること，本件試算結果で想定される津波についての対策が不可避な

ものであるととを認識していたにもかかわらず，本件試算結果が示す現象の

発生に対応するための安全措置を速やかに講じる義務を怠り，その結果，本

件福島第一原発事故を招いた。

(3) 小括

よって，被告小森に原子力事業を営む電力会社の取締役が負うべき善管注

意義務・忠実義務の違反（任務隣怠）があることは明らかである。

以上

-11・


